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平成 21 年度 ９月補正予算（案）について 
 
Ⅰ．９月補正予算（案）の考え方 
 

1.国の経済危機対策への対応 
 
5 月 29 日に成立した国の補正予算は、国内景気の底割れを防止し、浮揚を図るための経済

危機対策を実施することを目的としており、地方自治体が国に歩調を合わせて経済危機対策

を実施しやすくするため、「地方公共団体への配慮」として総額 1 兆円の地域活性化・経済危

機対策臨時交付金、総額 1 兆 3,790 億円の地域活性化・公共投資臨時交付金が計上されまし

た。 
久留米市では、6 月補正予算に引き続き、経済危機対策を着実に実行し、地域の景気浮揚を

図るための事業を中心に、総額 70 億 409 万円（一般会計 9 月補正予算第 3 号）の補正予算

案を提出します。 
 

2.予算計上に当たっての基本的考え方 
 
今回の補正予算案は、6 月に引き続き上記を中心に、現時点で取り組みが可能な経済危機対

策事業を積極的に計上します。なお、これらの事業の財源には、国が創設した交付金制度や

県の基金事業を最大限活用します。 
また、国補助事業等の内示や制度改正に伴う経費、その他特に措置する必要がある経費も

計上します。 
 

 
財源 考え方 対応状況 

地域活性化・経済

危機対策臨時交付

金 

本市配分額約 11 億 6 千万円

のうち、今回約 7 億円を活

用。（6 月補正で約 2 億円を

活用済み） (１) 
経済危機

対策事業 
地域活性化・公共

投資臨時交付金 

現在までの厳しい財政状況

の中、実施できずに懸案とな

っていた課題に対し優先的

に活用。 
総額は未定ながらも、第 1 次

分として交付限度額が示さ

れた本市配分額約 5億 4千万

のうち、約 4 億 2 千万円を活

用。 

子育て応援基金 

保育所の整備等による保育

サービスの拡充など子ども

を安心して育てることがで

きる体制の整備に活用。 

約 7 千 5 百万円を活用し、約

1 億 1 千万円の事業費を計

上。(差額には危機対策臨交

金を活用) 

緊急雇用創出事業

臨時特例基金 

直接雇用または委託により

非正規労働者や離職者の一

時的雇用、就業機会の創出を

行う事業に活用。 

2 千 5 百万円を活用し、同額

の事業費を計上。 

地域自殺対策緊急

強化基金 

市民への普及啓発や人材の

養成等により、地域における

自殺対策の強化を図る事業

に活用。 

約 279 万円を活用し、同額の

事業費を計上。 

(２) 
福岡県基

金活用事

業 

介護基盤緊急整備

基金 

高齢者が安心して地域で生

活できる介護基盤の整備を

緊急に行う事業に活用。 

約 1 千 1 百万円を活用し、同

額の事業費を計上。 

平成 21 年 9 月 1 日 
市長記者会見 
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Ⅱ．一般会計補正予算（案）の規模 
                                （単位：千円） 

一般会計 ２１年度 ２０年度（参考） 対前年度伸び率

現計予算 117,340,677 110,540,000 6.2%

９月補正予算（第３号） 7,004,088 489,965 1329.5%

計 124,344,765 111,029,965 12.0%  
※現計予算には専決補正予算 171,153 千円を含む 

 
 

Ⅲ．一般会計補正予算（第３号）案の内訳 
                                     （単位：千円） 

経 済 危
機 対 策
臨 時 交
付 金

公 共 投
資 臨 時
交 付 金

そ の 他
補 助 金 等

基 金
そ の 他
補 助 金 等

35 6,265 ,074 670 ,320 425 ,036 3 ,045 ,225 1 ,986 ,400 42 ,337 95 ,756

6 151 ,015 36 ,538 114 ,477

3 123 ,849 25 ,333 18 ,122 61 ,400 18 ,994

14 464 ,150 35 ,029 35 ,500 34 ,700 358 ,921

58 7 ,004 ,088 706 ,858 425 ,036 3 ,105 ,587 114 ,477 53 ,622 2 ,082 ,500 42 ,337 473 ,671

事
業
数

事 業 費 計

財 源

県 支 出 金

地 方 債
一 般
財 源

国 庫 支 出 金

そ の 他

合 計

(1)経 済 危 機
対 策 事 業

(4)そ の 他 の
事 業

(2)県 基 金 活
用 事 業

（3）災 害 復
旧 事 業

 

１２月補正以降への対応 
 
６月、９月補正において対応していない下記の事業については、１２月以降の

補正予算計上に向けて対応を検討していきます。 
○ 国の２１年度補正予算に係る補助事業等（都道府県向け基金造成事業含む）

を活用した事業 
○ 地域活性化・経済危機対策臨時交付金の残を活用した事業 
○ 地域活性化・公共投資臨時交付金の残を活用した事業 
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Ⅳ．一般会計歳出補正予算（第３号）案に計上している事業 
 
（１） 経済危機対策事業【計 35 事業 6,265,074 千円】 

事業名 事業費(千円) 所管 

①健康・長寿社会への対応 

女性特有のがん検診推進事業 92,678 健康福祉部 

公的介護施設等ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ整備費補助金 215,676 健康福祉部 

②子育て支援・教育活動の充実 

特定不妊治療費助成事業 10,000 健康福祉部 

理科教育設備整備事業 61,150 教育部 

学校太陽光パネル設置事業 1,047,206 教育部 

小学校校庭芝生化事業 6,788 教育部 

中学校武道場整備事業 895,440 教育部 

校舎等耐震補強事業 1,773,340 教育部 

青少年の居場所づくり事業 2,104 教育部 

学童保育所整備事業 71,700 教育部 

③安全･安心の実現 

住宅手当緊急特別措置費 81,950 健康福祉部 

農地防災事業（西行ため池改修） 30,000 農政部 

緊急告知 FM ラジオシステム整備事業 18,963 都市建設部 

④情報化社会への対応 

情報通信ネットワーク整備事業 172,515 総務部 

学校 ICT 環境整備事業（TV/PC/電子黒板） 636,043 教育部 

中学校地上デジタル対応アンテナ設置事業 34,527 教育部 

校内 LAN 構築事業 33,305 教育部 

図書館総合管理システム整備事業 127,628 文化観光部 

公共施設 ICT 環境整備事業（公民館地ﾃﾞｼﾞ対応）  1,204 文化観光部 

⑤将来に向けた施設整備 

水道事業会計繰出金（田主丸町送水管布設） 47,000 企画財政部 

筑邦市民センター駐車場整備事業 37,126 市民部 

石橋文化センター庭園整備事業 14,000 文化観光部 

スポーツ施設の整備活用（新宝満川ﾃﾆｽｺｰﾄ） 47,190 文化観光部 

農業用施設維持管理事業 66,807 農政部 

農業水利施設整備事業 12,050 農政部 

道路新設改良事業（山苞の道/H390/H394） 40,844 都市建設部他 

道路維持修繕事業 2,000 都市建設部 

橋りょう維持修繕事業 7,000 都市建設部 

水辺環境整備事業（八幡川） 6,000 都市建設部 

準用河川改修事業（湯ノ尻川/安武川） 95,000 都市建設部 

都市基幹公園整備事業（津福公園） 527,400 都市建設部 

⑥地域力の強化など 

米粉普及啓発事業 6,810 農政部 

みどりの里づくり事業 4,900 農政部 

新しい農業を創る産学連携推進事業 8,730 農政部 

商品券発行事業費補助金 30,000 商工労働部 
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（２） 県基金活用事業【計 6 事業 151,015 千円】 

事業名 事業費(千円) 所管 

①子育て応援基金 

保育ニーズ調査事業 2,310 子育て支援部 

私立保育所施設整備費補助金 109,622 子育て支援部 

②緊急雇用創出事業臨時特例基金 

施設カルテシステム構築事業 5,000 都市建設部 

公共基準点設置事業 20,000 都市建設部 

③地域自殺対策緊急強化基金 

自殺対策事業 2,788 健康福祉部 

④介護基盤緊急整備基金 

公的介護施設等ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ整備費補助金 11,295 健康福祉部 

 
（３） 災害復旧事業【計 3 事業 123,849 千円】 

事業名 事業費(千円) 所管 

農林水産業施設災害復旧費 75,390 農政部 

公共土木施設災害復旧費 40,000 都市建設部 

文教施設災害復旧費 8,459 文化観光部 

 
（４） その他の事業【計 14 事業 464,150 千円】 

事業名 事業費(千円) 所管 

水道広域化事業（三井水道企業団負担金） 2,984 企画財政部 

田主丸総合支所整備事業 12,750 総務部 

（仮称）田主丸保健センター建設事業 12,750 健康福祉部 

未熟児養育医療給付費 11,594 健康福祉部 

就農促進対策事業 750 農政部 

農林業施設維持補修事業 21,465 農政部 

都市環境改善支援事業（六ツ門地区） 3,000 商工労働部 

道路新設改良事業（D55-1） 25,000 都市建設部 

交通安全施設整備事業（小学校周辺安全対策） 10,000 都市建設部 

水辺環境整備事業（高曽根川） 5,000 都市建設部 

JR 久留米駅周辺整備事業（街路事業） 41,250 都市建設部 

国民健康保険事業特別会計繰出金 3,440 健康福祉部 

国県等返還金 137,167 健康福祉部他 

市税過年度還付金 177,000 市民部 
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Ⅴ．一般会計歳出以外の補正予算案 
 
（１） 一般会計歳入予算 

 
1. 補正予算（第 3 号）案 

 (単位:千円) 

地方交付税 473,000

国庫支出金 4,237,481

県支出金 168,099

繰入金 24,459

諸収入 18,549

市債 2,082,500

計 7,004,088  
 
（２） 一般会計繰越明許費 

1. 補正予算（第 3 号）案 【計 15 事業】 
 (単位:千円) 

新中間処理施設建設事業 55,680

道路改良事業 44,497

交通安全施設整備事業（本町梅満Ｃ２号線） 7,675

準用河川改修事業（安武川） 52,500

準用河川改修事業（湯ノ尻川） 9,100

街路事業（ＪＲ久留米駅周辺） 99,126

街路事業（東合川野伏間線）（変更） 107,822

街路事業（合川津福本町線） 84,400

小学校校庭芝生化事業 6,258

校舎等耐震補強事業 1,608,347

学校施設太陽光パネル設置事業 950,206

校内ＬＡＮ構築事業 31,098

中学校地上デジタル対応アンテナ設置事業 31,652

中学校武道場建設事業 843,840

スポーツ施設整備活用事業 42,000  
 
（３） 一般会計債務負担行為 

1. 補正予算（第 3 号）案 【計 3 事業】 
 (単位:千円) 

選挙人名簿管理システム開発委託料 2,311

可燃物収集運搬業務委託料 445,835

施設カルテシステム構築委託料 13,500  
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Ⅵ．特別会計補正予算（案） 
 

（１） 国民健康保険事業補正予算(第 1 号)案 

・諸支出金(国返還金)等             178,687 千円 

 

（２） 下水道事業補正予算(第 1 号)案 

・下水道建設費                   380,000 千円 

≪繰越明許費（管渠建設）    266,000 千円≫ 

 

（３） 老人保健事業補正予算(第 1 号)案 

・諸支出金（国等返還金）              10,558 千円 

 

（４） 介護保険事業補正予算(第 1 号)案 

・諸支出金（国県等返還金）           214,260 千円 

 

（５） 水道事業補正予算(第 1 号)案 

・送水管布設事業                 248,400 千円 
 
   

問い合せ先  
担当課  企画財政部財政課 
担当者名 江頭、薄（すすき） 
連絡先  0942－30－9117 



一般会計補正予算（第3号）案の事業内容
（単位：千円）

項　　目 補正予算額 事　　業　　内　　容 所管

（１）経済危機対策事業
①健康・長寿社会への対応

308,354 2事業

女性特有のがん検診推進事業 92,678

  国の経済危機対策の一環として、一定の年齢に達した女性に対し、乳がん検診・子宮頸が
ん検診の無料クーポン券及び検診手帳を交付する。

健康福祉部

公的介護施設等スプリンクラー整備
費補助金

215,676

　平成18年1月に発生した認知症高齢者グループホームの火災をきっかけに、小規模福祉
施設にスプリンクラー設置が義務付けられたことを受け、当該施設のスプリンクラー設置に対
する補助を行う。

・補助対象事業所：設置義務のある既存の認知症グループホーム等（42事業所）
・補助単価　　　　　：1㎡あたり9,000円

健康福祉部

「がん検診手帳」、「がん検診無料クーポン券」イメージ図

○対象者数

・乳がん   　  ：40歳・45歳・50歳・55歳・60歳・・・11,398人
・子宮頸がん ：20歳・25歳・30歳・35歳・40歳・・・11,914人

※6月から実施している市のがん検診をすでに受診した本事業の対象者については、別途償還払いの
案内を送付する。

1 / 26 ページ



一般会計補正予算（第3号）案の事業内容
（単位：千円）

項　　目 補正予算額 事　　業　　内　　容 所管

②子育て支援・教育活動の充実 3,867,728 8事業

特定不妊治療費助成事業 10,000

　国の経済危機対策の一環として、特定不妊治療費に対する助成が拡充されることに対応
するもの。

・積算：5万円(現行助成制度との差額)×2回×100件

健康福祉部

理科教育設備整備事業 61,150

　新学習指導要領の先行実施に対応するための理科教育設備を整備する。

・理科教育設備備品・消耗品
　計量器、実験機械器具、野外観察調査用具、標本、模型など

・当初予算に計上した分と併せ、1校当たり100万円となるように追加計上するもの。

教育部

年度1回目 年度2回目

市独自上乗せ 5万円

公費10万円（国庫補助対象額）

（国5万円、市5万円）
公費10万円（国庫補助対象額）

（国5万円、市5万円）
10万円の支援

年度1回目 年度2回目

市独自上乗せ 5万円

公費15万円（国庫補助対象額）

（国7.5万円、市7.5万円）
公費15万円（国庫補助対象額）

（国7.5万円、市7.5万円）
15万円の支援

15万円の支援

20万円の支援

＜現行＞

＜補正後＞

自己負担
自己負担

自己負担
自己負担

【現行の助成制度】
1回目15万円　　　　　　　　　2回目10万円

【補正後の助成制度】
1回目20万円　　　　　　　　　2回目15万円
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一般会計補正予算（第3号）案の事業内容
（単位：千円）

項　　目 補正予算額 事　　業　　内　　容 所管

学校太陽光パネル設置事業 1,047,206

　小中学校に太陽光発電パネル(10kW）を設置し、環境教育を一層推進する。

教育部

小学校校庭芝生化事業 6,788
　地形的な要因などで、強風時に砂塵の飛散が激しく、周辺の住環境に与える影響が大き
い東国分小学校において、砂塵の飛散防止や学校の緑化などを行うため、校庭の一部を芝
生化する。

教育部

　　・小学校２５校　　654,666千円
　　・中学校１５校　　392,540千円

・発電量　：　年間の電力使用量の１０％前後
・CO2削減量　：　年間4,000～5,000ｋｇ－ＣＯ2

１校当たりの効果見込
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一般会計補正予算（第3号）案の事業内容
（単位：千円）

項　　目 補正予算額 事　　業　　内　　容 所管

中学校武道場建設事業 895,440

　Ｈ24年度に完全実施される新学習指導要領における武道の必修化に対応するため、中学
校に武道場を整備する。

教育部

＊中学校の保健体育科では、生徒が日本の伝統と文化に一層触れることができ
るよう、平成２４年度から武道が必修化される。

江南中・櫛原中・牟田山中・明星中・宮ノ陣中・荒木中・屏水中・青陵中

市立中学校１７校全てに武道
場整備が完了

整備校８校
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一般会計補正予算（第3号）案の事業内容
（単位：千円）

項　　目 補正予算額 事　　業　　内　　容 所管

校舎等耐震補強事業 1,773,340

学校施設の安全性を確保するため、小中学校の校舎・体育館の耐震化を推進する。

教育部

○９月補正予算による耐震補強工事等

・小学校：校舎２８棟・体育館４棟　　1,068,744千円
・中学校：校舎１１棟・体育館２棟　　　704,596千円

参考）市立小中学校耐震化率の推移
　
　　Ｈ21年4月　47.5%　⇒　9月補正分事業完了後　72.3%
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一般会計補正予算（第3号）案の事業内容
（単位：千円）

項　　目 補正予算額 事　　業　　内　　容 所管

青少年の居場所づくり事業 2,104

　青少年の健全育成に関する関係機関・団体とがネットワークを構築し、非行等の問題を抱
える青少年の相談活動や学習・就職支援等を常時行うことのできる環境を整備する。

　「居場所」は中心市街地の空き店舗等を賃借する。

教育部

学童保育所整備事業 71,700 教育部

就労・就学等
立ち直り支援

青少年健全育成推進事業

久留米保護区保護司会
久留米児童相談所
久留米商工会議所
久留米市少年サポートセンター
久留米公共職業安定所
久留米市教育委員会　等

関係機関・団体等の連携
（居場所）

非行等問題を抱
える青少年

・施設借上料　1,331千円
・備品・消耗品等　773千円

◎　西牟田校区学童保育所新築工事
　現在空き教室を利用して学童保育を行っているが、将来、小学校のクラス数増が
見込まれるため、学童保育所専用施設を建設する。
  ・定員；60人（現状；定員40人に対し42人入所、H21.5.1現在）
　・施設面積；149.06㎡（保育室 119.25㎡、テラス 29.81㎡）
　・事業費；31,500千円

◎　山川校区学童保育所改築工事
　現施設の老朽化や狭隘化の解消とバリアフリー対応を行うため改築する。
　・定員；100人（現状；定員50人に対し83人入所、H21.5.1現在）
　・施設面積；231.86㎡（保育室198.74 ㎡、テラス 33.12㎡）
　・事業費；40,200千円
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一般会計補正予算（第3号）案の事業内容
（単位：千円）

項　　目 補正予算額 事　　業　　内　　容 所管

③安全・安心の実現 130,913 3事業

住宅手当緊急特別措置費 81,950

　住居を喪失している又は喪失するおそれのある就労意欲のある離職者に対して、住居及
び就労機会の確保に向けた支援を行うため、一定の期間、住宅手当を支給する。

健康福祉部

農地防災事業（西行ため池改修） 30,000 ため池の法面浸食が民地に拡大し、崩壊が進行しているため浸食防止工事を行うもの。 農政部

　・2年以内に離職した者
　・離職前に、自らの労働により賃金を得て世帯の生計を維持していた者
　・就労能力及び常用就職の意欲があり､公共職安への求職申込みを行う者
　・住宅を喪失している者又は喪失するおそれのある者
　・原則として、収入のない者
　・生計を一とする同居の親族の預貯金の合計が一定以下の者
　・国･自治体の住居喪失離職者等に対する貸付又は給付を受けていない者

　・32,000円(複数人世帯は41,100円)を上限として賃借する住宅の賃料月額
　・６月間を限度とする。

○支給対象者：次のいずれにも該当する者

○支給額・支給期間
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一般会計補正予算（第3号）案の事業内容
（単位：千円）

項　　目 補正予算額 事　　業　　内　　容 所管

緊急告知ＦＭラジオシステム整備事
業

18,963

　各種災害発生時に、より迅速かつ的確に緊急情報の発信を行うため、既存の防災無線（市
役所、総合支所、久留米広域消防本部、小中学校、コミュニティセンターなどに配備)に加
え、緊急告知FMラジオを社会福祉施設、保育園、幼稚園、医療機関や支援協力者へ貸与
する。（1,500台）
　具体的には、コミュニティFM局（ドリームスFM）や市役所に緊急信号発生装置を設置し、自
治体からの緊急災害情報を、FM波を利用して迅速かつ的確に提供し、市民の安心・安全の
確保を図るもの。

都市建設部
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一般会計補正予算（第3号）案の事業内容
（単位：千円）

項　　目 補正予算額 事　　業　　内　　容 所管

④情報化社会への対応 1,005,222 6事業

情報通信ネットワーク整備事業 172,515

　市内における情報格差地域（デジタルデバイドエリア）を解消するため、超高速ブロードバ
ンドが整備されていない地域（田主丸、北野、城島、三潴）におけるインフラ整備のための設
計委託を行う。

総務部

久留米市

通信事業者

超高速ブロード
バンド通信イン
フラ整備

通信サービスの提供

地域住民・企業

超高速インターネットの
利用が可能に

サービス利用料

設備使用料利活用普及
対策の推進

公設民営方式によるブロードバンド整備

設備の貸付
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一般会計補正予算（第3号）案の事業内容
（単位：千円）

項　　目 補正予算額 事　　業　　内　　容 所管

学校ICT環境整備事業
（デジタルテレビ/パソコン/電子黒
板）

636,043

　国の１次補正で示されたスクール・ニューディール構想に対応し、学校にデジタルテレビ・
パソコン等を整備し、学校教育環境の向上を図る。

教育部

中学校地上デジタル対応アンテナ設
置事業

34,527

　学校におけるＩＣＴ（情報通信技術）環境の整備を推進するため、中学校における地上デジ
タル対応テレビアンテナの整備を行う。

・中学校14校に整備

＊学校ＩＣＴ環境整備事業で、普通教室にデジタルテレビを整備することに対応するもの。

教育部

校内ＬＡＮ構築事業 33,305

　学校におけるＩＣＴ化を推進するため、校内ＬＡＮが構築されていない小学校、高等学校に
おいて校内ＬＡＮを整備する。

・小学校4校、高等学校1校に整備

＊学校ＩＣＴ環境整備事業で、クラス用可動式パソコンを整備することに対応するもの。

教育部

全ての市立学校で地上デジタル放送に対応完了

全ての市立学校で校内ＬＡＮ整備が完了

整備項目 整備内容 整備費用

デジタルテレビ 小・中・養護・高　普通教室に整備 334,503千円

電子黒板 小・中・養護    　各校１台整備 58,350千円

教師用パソコン 小・中・養護・高　教員１人に１台整備 140,790千円

児童生徒用パソコン 小・中・養護にクラス用可動式を整備 102,400千円
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一般会計補正予算（第3号）案の事業内容
（単位：千円）

項　　目 補正予算額 事　　業　　内　　容 所管

図書館総合管理システム整備事業 127,628

　図書館資料管理の効率化及び利便性の向上を図るため、ICタグ及びBDS（入館退出
チェックシステム）導入などの基盤整備を行うもの。

文化観光部

公共施設ICT環境整備事業
(公民館地デジ対応)

1,204
　2011年7月の地上波テレビ放送の完全デジタル化に対応するため、市立公民館4館（田主
丸、北野、城島、三潴）にデジタルテレビを設置する。

文化観光部

ICタグ蔵書管理による図書館の効率化および基盤整備

カウンター業務 蔵書点検

貸出・返却 蔵書点検の効率化

・複数図書の一括処理

・セルフ貸出・返却処理
・書棚に本を置いたまま棚卸

ICタグ

貸出･返却時の待ち時間の短縮
開館日の拡大
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一般会計補正予算（第3号）案の事業内容
（単位：千円）

項　　目 補正予算額 事　　業　　内　　容 所管

⑤将来に向けた施設整備 902,417 12事業

水道事業会計繰出金
（田主丸町送水管布設）

47,000
　国の経済危機対策のための補助金等を活用して、水道事業会計が行う田主丸町送水管布
設事業に対し繰出金を支出し、事業の進捗を図るもの。

企画財政部

筑邦市民センター駐車場整備事業 37,126

　筑邦市民センター駐車場について、多目的棟で開催する各種イベント時の駐車場不足を
解消し、利用促進を図るため、駐車場の拡充整備を行うもの。

市民部

【整備概要】
　○総工費：３７，１２６千円
　　▽内訳：用地取得費　２７，０１８千円
　　　　　　   整備費　　　　１０，１０８千円

　○現状
　　▽駐車可能台数：４５台
　　▽イベント時の駐車場不足

　○効果
　　▽３０台分程度の駐車場拡充
　　▽利便性の向上を実現
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一般会計補正予算（第3号）案の事業内容
（単位：千円）

項　　目 補正予算額 事　　業　　内　　容 所管

石橋文化センター庭園整備事業 14,000

　石橋文化センター園内に、利用者が憩い、安らげる癒しの空間を創出するために、植物の
特性である「香り」をテーマに憩の森を整備する。

文化観光部

スポーツ施設の整備活用
（新宝満川テニスコート）

47,190

　新宝満川テニスコートに、クラブハウス（更衣室、シャワー、ラウンジ）、雨よけ東屋を整備す
る。

文化観光部

・場所　　文化センター白鳥の池南側「憩の森芝生広場」
・内容　　芝生広場の周囲に香りのする樹木を中心に約650本を配した
              散策コースや休憩施設を整備する

ジンチョウゲ（香りの樹木：一例）

・クラブハウス、雨よけ東屋建設工事　44,000千円
・測量、設計委託等　　　　　　　　　　　　3,190千円

新宝満川テニスコート
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一般会計補正予算（第3号）案の事業内容
（単位：千円）

項　　目 補正予算額 事　　業　　内　　容 所管

農業用施設維持管理事業 66,807

・農業生産基盤の整備により農地の有効利用を図るため、国の補正予算（農地有効利用支
援整備事業）を活用し、農道・用水路等の改修を行う。
・農業生産基盤整備の向上を図るため、国の補正予算（農地有効利用支援整備事業）を活
用し、土地改良区が実施する農業用施設（井堰等）改修に対する補助を行う。

農政部

農業水利施設整備事業 12,050
　農業用施設（井堰等）破損により農業用水の取水に支障があるため、改修費用に対する補
助を行うもの。

農政部

道路新設改良事業
（山苞の道/H390/H394）

40,844

　国の１次補正に伴う事業の前倒しに合わせ田主丸町の山苞の道歩道を整備し、また既存
道路の拡幅及び側溝整備工事等を行うもの。

○山苞の道・・・１4,000千円
　　　測量等委託　　　　 　 3,000千円
　　　工作物等移転補償 １1,000千円

○Ｈ390号線・・・16,000千円
　　　工事請負費　　　　  16,000千円

○Ｈ394号線・・・10,844千円
　　　測量等委託　　　　　  1,844千円
　　　工事請負費　　　　　  4,000千円
　　　工作物等移転補償   5,000千円

都市建設部
環境部

山苞の道
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一般会計補正予算（第3号）案の事業内容
（単位：千円）

項　　目 補正予算額 事　　業　　内　　容 所管

道路維持修繕事業 2,000

　道路冠水の恐れのある箇所について、大雨時の冠水状況を知らせ、冠水時に車両や歩行
者等が近づかないよう注意喚起を促すための表示板を設置する。

○設置箇所
　　・梅林寺地下道
　　・津福本町ＪＲガード下
　　・大善寺町宮本西鉄ガード下
　　・大善寺南1丁目西鉄ガード下

都市建設部

橋りょう維持修繕事業 7,000

　国の１次補正に伴う事業の前倒しとして、橋りょう修繕計画策定前に行う必要がある橋りょう
の現況調査及び補修を行うもの。
・市内２０橋
　・現況調査委託料　3,000千円
・江崎橋（D428号線：上津町）
　・補修工事費　　　　4,000千円

都市建設部

水辺環境整備事業（八幡川） 6,000

　国の１次補正に伴う事業の前倒しとして、田主丸の八幡川渓流の補修工事を行なう。

　○八幡川　　 ・・・6,000千円
　　　・護岸工事

都市建設部

設置箇所の一例（ＪＲ平島高架下）
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一般会計補正予算（第3号）案の事業内容
（単位：千円）

項　　目 補正予算額 事　　業　　内　　容 所管

準用河川改修事業（湯ノ尻川/安武
川）

95,000

　新幹線工事の遅延により、新たな進入路の確保が必要となったため、橋りょう上部の工事を
前倒して対応するもの。
○湯ノ尻川・･･13,000千円
　・工事費

　国の１次補正に伴う事業の前倒しとして、当初予算で計上している橋りょう下部の工事に加
え、上部工事及び護岸工事を追加して行うもの。また、補助事業計画の見直しを実施するた
め、流量解析等のシミュレーションを行うもの。
○安武川・・・82,000千円
　・工事費　　75,000千円
　・委託料　    7,000千円

都市建設部

都市基幹公園整備事業（津福公園） 527,400
　国の１次補正に伴う事業の前倒しとして、当初予算に計上している用地購入費に加え、新
たに約9,100㎡の用地購入を行い、事業促進を図るもの。

都市建設部

旧湯ノ尻川

現湯ノ尻川

湯ノ尻川

湯ノ尻川改修工事現場
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一般会計補正予算（第3号）案の事業内容
（単位：千円）

項　　目 補正予算額 事　　業　　内　　容 所管

⑥地域力の強化など 50,440 4事業

米粉普及啓発事業 6,810

　米粉用米の安定生産及び米粉の普及を図り、米の消費拡大を推進するもの。

農政部

みどりの里づくり事業 4,900

・国際ツバキ会議開催PR事業　　　　　　　　1,300千円
　国際ツバキ会議開催の事前ＰＲとして「割引切符」の事業化やタクシーへのＰＲステッカー
貼付を実施し、機運を盛り上げるとともに参加者増を図る。

・久留米つばき園整備事業　　　　　　　　　　3,600千円
　国際ツバキ会議を控え、久留米つばき園をより魅力的な憩いの場とするため、園内の
ビューポイントや休憩ポイントにベンチを増設する。

農政部
 

　                                  ２０１０国際ツバキ会議久留米大会
                                     同時開催：  第２０回全国椿サミット久留米大会
 
                                       会　期／平成22年3月20日（土）～24日（水）
                                       会　場 ／石橋文化センター・久留米つばき園他
 

                                みんなで国際ツバキ会議を盛り上げましょう
 

・学校給食米粉パン導入事業　　　　　3,310千円
　平成21年10月から22年3月までの6ヶ月間、月1回、学校給食に
米粉パンを導入し、その費用の一部を助成する。

・米粉製粉機導入事業　　　　　　　　　3,500千円
　米粉製粉機を導入する農業協同組合（ＪＡくるめ）に対し、
事業費の1/2を助成する。
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一般会計補正予算（第3号）案の事業内容
（単位：千円）

項　　目 補正予算額 事　　業　　内　　容 所管

新しい農業を創る産学連携推進事業 8,730
　産学及び農商工が連携して機能性食品を開発し、農産物の高付加価値化のモデルケース
として実施する成分保証・分別管理機械・施設などの処理加工施設整備に対し、経費の一
部を助成する。

農政部

商品券発行事業費補助金 30,000

   購買意欲を喚起するとともに、中小零細事業所や都心部商業の振興による地域経済の活
性化を図るため、久留米商工会議所及び市内４商工会が実施するプレミアム付商品券発行
事業に対し、プレミアム相当分（販売額の１０％）の助成を行うもの。

  ◆各商工団体の販売予定金額等　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

商工労働部

販売予定価格 補助額 商品券額面

久留米商工会議所 150,000 15,000 165,000

久留米南部商工会 60,000 6,000 66,000

東久留米商工会 20,000 2,000 22,000

田主丸町商工会 40,000 4,000 44,000

北野町商工会 30,000 3,000 33,000

合計 300,000 30,000 330,000
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一般会計補正予算（第3号）案の事業内容
（単位：千円）

項　　目 補正予算額 事　　業　　内　　容 所管

（２）県基金活用事業
①子育て応援基金

111,932 2事業

保育ニーズ調査事業 2,310
　地域の特性に応じたきめ細やかな子育て支援施策を促進するため、多様化する保育ニー
ズを地域ごとに調査、分析し将来動向を把握する。

子育て支援部

私立保育所施設整備費補助金 109,622

　施設老朽化等の解消や保育環境向上のため、私立保育所８園の施設整備に対する補助
を行う。

子育て支援部

整備の概要
 ○今回補正による補助対象：８園
　　・わかぐさ保育園(野中町）
　　・大善寺保育園(大善寺町)
　　・子鳩保育園(諏訪野町)
　　・こでまり保育園(善導寺町)
　　・青い鳥保育園(上津町)
　　・長門石保育園(長門石町)
　　・他2園
 ○定員数増：10人
 ○主な整備の内容：乳児室、保育室、遊戯室等の大規模修繕等
 ○総額：146,176千円(８園計)
　　　　財源内訳　県基金充当額（1/2）　   73,084千円
　　　　　　　　　　　市費（1/4）　　　　　　　　  36,538千円
　　　　　　　　　　　保育園負担金（1/4）　　　36,554千円
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一般会計補正予算（第3号）案の事業内容
（単位：千円）

項　　目 補正予算額 事　　業　　内　　容 所管

②緊急雇用創出事業臨時特例基金 25,000 2事業

施設カルテシステム構築事業 5,000

　市公共建築物の老朽化が進む中、建物データの一元管理を行なうため、システムの構築
及び建物の劣化状況調査等の基礎データ整備を行う。
　今後、システムのデータを活用し、適切に建物の整備・改修等を実施し、維持管理費用の
低減を図る。

都市建設部

公共基準点設置事業 20,000

　道路・水路の適正な管理を行うために、境界等の復元が容易になりかつ地図作成や各種
測量の基準となる公共基準点を整備する。

・Ｈ２１年度設置計画数・・・３３５箇所

都市建設部計

設置率

43%

100%

２級基準点　　　　 314ヶ所 258ヶ所 82%

３級基準点　　　　 2,213ヶ所 761ヶ所 34%

基準点設置　必要箇所 平成２０年度末実績

１級基準点　　　　 131ヶ所 131ヶ所

2,658ヶ所 1,150ヶ所

建物整備改修の計画
改修時期の検討

計画的な整備改修事業の実施

建物の長期的利用
維持管理経費の低減

施設カルテ

基本情報

①施設名

②主幹部

③所管課

⑥構造

⑦階数

④エリア

⑤建設年度

⑧敷地面積

⑨延べ床面積

⑩用途地域

有馬記念館

文化観光部

文化財保護課

久留米

Ｓ40年度

鉄筋コンクリート造

2階建

635.0㎡

448 .4㎡

準工業地域

改修履歴・劣化情報

①大規模改修履歴

②外壁改修履歴

③防水改修履歴

④内部改修履歴

なし

Ｈ１０年度

Ｓ５９年度

⇒ 修繕データ

各種データ

新築図面データ

改修図面データ

地質調査データ

敷地境界確定図

写真データ

公共建築物定期点検データ

（調べたい部分をクリック）

有馬記念館

Ｈ１７年度

⑥修繕履歴

⑤耐震改修履歴 なし

■建物データの一元管理
■建物点検データの蓄積
■建物改修履歴の記録

緊急雇用創出事業　雇用者数　６人（うち新規雇用　３人）

緊急雇用創出事業　雇用者数　８人（うち新規雇用　６人）
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一般会計補正予算（第3号）案の事業内容
（単位：千円）

項　　目 補正予算額 事　　業　　内　　容 所管

③地域自殺対策緊急強化基金 2,788 1事業

自殺対策事業 2,788

　自殺防止策を充実・強化するため、各種相談に対応できる人材の養成及び市民啓発等を
行うもの。

健康福祉部

④介護基盤緊急整備基金 11,295 1事業

公的介護施設等スプリンクラー整備
費補助金

11,295

　平成18年1月に発生した認知症高齢者グループホームの火災をきっかけに、小規模福祉
施設にスプリンクラー設置が義務付けられたことを受け、当該施設のスプリンクラー設置に対
する補助を行う。（設置義務はないが、利用者が安心してサービスが利用できるよう補助をす
るもの)

・補助対象事業所：設置義務はない既存の小規模多機能型居宅介護事業所（275㎡以上)で
あって未設置の施設（4事業所）
・補助単価：1㎡あたり9,000円

健康福祉部

○市職員の自殺予防に関する
　窓口対応等の研修(419千円)

○啓発パンフレット等の作成・配布
（2,158千円）

○自死遺族に対する支援事業
  の実施(211千円)
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一般会計補正予算（第3号）案の事業内容
（単位：千円）

項　　目 補正予算額 事　　業　　内　　容 所管

（３）災害復旧事業 123,849 3事業

農林水産業施設災害復旧費 75,390 　７月２４～２５日の大雨による、農道、林道、水路及び農業施設の被害を復旧をするもの。 農政部

公共土木施設災害復旧費 40,000 　７月２４～２５日の大雨による、不動川流域等の被害を復旧をするもの。 都市建設部

文教施設災害復旧費 8,459 　７月２４～２５日の大雨による、おおはし歴史公園の被害を復旧するもの。 文化観光部
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一般会計補正予算（第3号）案の事業内容
（単位：千円）

項　　目 補正予算額 事　　業　　内　　容 所管

（４）その他の事業 464,150 14事業

水道広域化事業
（三井水道企業団負担金）

2,984
　本市が加入する三井水道企業団を構成団体とする山神水道企業団が実施する浄水場施
設改良事業（活性炭触媒槽築造工事）について、各構成団体の負担割合に応じ、本市の負
担分を出資するもの。

企画財政部

田主丸総合支所整備事業 12,750
　（仮称）田主丸保健センター等複合施設の整備に伴い、田主丸総合支所別館のアスベスト
除去工事を行うとともに、解体工事費の増額を行うもの。

総務部

（仮称）田主丸保健センター建設事
業

12,750
　（仮称）田主丸保健センター等複合施設の整備に伴い、田主丸総合支所別館のアスベスト
除去工事を行うとともに、解体工事費の増額を行うもの。

健康福祉部

未熟児養育医療給付費 11,594
入院医療を必要とする未熟児に対する医療費 の給付において、想定していた額よりも実際
の医療費が高額となり、当初予算に不足をきたすため補正を行うもの。

健康福祉部

就農促進対策事業 750
　国・県が実施する雇用創出事業の追加支援として、市が1年間交付する「就農奨励金」で、
件数が見込みを上回ったため不足分を補正するもの。

農政部
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一般会計補正予算（第3号）案の事業内容
（単位：千円）

項　　目 補正予算額 事　　業　　内　　容 所管

農林業施設維持補修事業 21,465 　７月２４～２５日の大雨による農道、林道の被害に対して、維持修繕を行うもの。 農政部

都市環境改善支援事業（六ツ門地
区）

3,000
　六ツ門地区における新世界地区再開発事業など、各事業間の機能分担と連携強化を図
り、同地区の都市環境改善と活性化に向けた具体的な調査・計画の策定を行う。

商工労働部

道路新設改良事業（D55-1） 25,000

　国の交付金の追加配分に合わせ、地域内の生活環境の改善を図るために、D55-1号線
(上津町)を前倒し整備する。
　　　測量等委託　　　　　12,000千円
　　　公有財産購入　　　 13,000千円

都市建設部
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一般会計補正予算（第3号）案の事業内容
（単位：千円）

項　　目 補正予算額 事　　業　　内　　容 所管

交通安全施設整備事業（小学校周
辺安全対策）

10,000

　市立小学校（全４６校）の通学路を対象に、児童の通学時における安全確保を図るため、現
地調査や地元意見を聴取し、通学路の安全対策に関する整備基本計画を策定する。

都市建設部

水辺環境整備事業（高曽根川） 5,000

　県事業である豊田北野線の道路整備に合わせて高曽根川下流部の改修を行なう。

　○高曽根川　・・・5,000千円
　　　・基本設計・実施設計委託料

都市建設部

カラー舗装の一例
交差点部：赤色舗装
路側帯：緑色舗装

高曽根川

完成した高曽根川　上流部
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一般会計補正予算（第3号）案の事業内容
（単位：千円）

項　　目 補正予算額 事　　業　　内　　容 所管

ＪＲ久留米駅周辺整備事業
（街路事業）

41,250
　県から受託している久留米駅東口線工事について、昨年度未執行工事への対応や損傷
が目立つ区間の工事、及び電線共同溝施工に伴う補償費について増額するもの。
併せて、県事業の増額に伴う県への負担金の増額を行なうもの。

都市建設部

国民健康保険事業特別会計繰出金 3,440
　少子化対策の一環として、出産育児一時金が10月より38万円から42万円に引き上げられる
ことに伴い、国民健康保険事業特別会計への繰出金を増額するもの。

健康福祉部

国県等返還金 137,167 　20年度の国県支出金等の精算に伴う返還金を補正するもの。
健康福祉部

子育て支援部
文化観光部

市税過年度還付金 177,000
　昨年からの金融危機及び急激な景気の冷え込み等により、法人市民税の確定申告に伴う
予定納税額に対して多額の還付金が見込まれるため補正するもの。

市民部
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